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株式会社ヒト・コミュニケーションズ

代表取締役社長 安 井 豊 明

第20回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第20回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年11月28日（月曜日）午後６時まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

１. 日 時 平成28年11月29日（火曜日）午前10時

２. 場 所 東京都新宿区戸塚町一丁目104番19号

リーガロイヤルホテル東京 (３階「ロイヤルホール」)

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第20期（平成27年９月１日から平成28年８月31日まで）事業

報告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結

計算書類監査結果報告の件

２．第20期（平成27年９月１日から平成28年８月31日まで）計算

書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

第５号議案 役員賞与支給の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ

た場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
（当社ウェブサイト：http://hitocom-ir.com/）
第20回定時株主総会におきましては、おみやげの配布は予定しておりません。
何卒ご理解の程宜しくお願い申しあげます。
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（提供書面）

事 業 報 告

（平成27年９月１日から
平成28年８月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、アジア新興国や資源国等の景気の下振

れ懸念はあるものの、政府の経済対策や金融政策等により、雇用・所得環境の改

善傾向が継続しており、企業収益も依然として高水準にあることから、景気は緩

やかな回復基調が継続いたしました。

当社グループが属する営業支援系アウトソーシング業界においては、雇用関連

の各種指標の持続的な改善により、小売・サービス分野における人手不足は深刻

化している一方で、企業の人材採用意欲は依然旺盛であることから、当社グルー

プが提供する各種人材サービスに対するニーズは引き続き堅調に推移いたしまし

た。

このような環境のもと、当社グループは「変化対応と付加価値ビジネスの創造

と追求」を合言葉に、アウトソーシングサービスを牽引するリーディングカンパ

ニーとして、クライアントのニーズに成果で応える「成果追求型営業支援」の実

践を継続いたしました。

その実践として、既存の家電分野、ブロードバンド分野、モバイル分野、スト

アサービス分野の業務運営事務局の新規提案、収益改善に取り組むとともに、当

社の全国拠点網を生かしたセールスプロモーション提案の強化を継続して実施い

たしました。増加する訪日外国人旅行者への対応力強化につきましては、インバ

ウンドビジネスを専門に担当する部署の新設を行うことにより、外国人スタッフ

の登録者数・就業者数の増加に向けた営業強化、多言語コールセンター、商業施

設等における免税カウンターの一括運営受託の提案営業を重点的に実施いたしま

した。

その結果、当連結会計年度の売上高は28,825,580千円（前年同期比9.6％増）と

なりました。また、販売費及び一般管理費においては、当社認知度向上のために

広告宣伝費を投下したほか、スタッフ確保のために募集費を積極的に投下した結

果、営業利益は2,803,480千円（前年同期比19.0％増）、経常利益は2,811,156千円

（前年同期比18.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,562,890千円（前年

同期比20.7％増）となりました。
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事業別の状況は次のとおりであります。

アウトソーシング事業におきましては、家電分野、ブロードバンド分野及びモ

バイル分野を中心とした業務運営事務局の受注に向けた提案及び収益改善を継続

するとともに、セールスプロモーション提案によるキャンペーン受注の獲得及び

ストアサービス分野、コールセンター他分野における営業アウトソーシングの受

注強化に取り組み、前連結会計年度に引き続き新たな成長の柱の育成に注力いた

しました。

上記取り組みにより、第１四半期連結累計期間に大手通信事業者から受注した

全国の量販店におけるブロードバンドサービスの販売支援を業務内容とする業務

運営事務局の売上高が大幅に増加したほか、前連結会計年度より継続して受注し

た案件が売上高の増加に寄与いたしました。また、インバウンドビジネスを専門

に担当する部署を新設し、増加する訪日外国人旅行者の取り込みを強化する流通

各社に対する提案営業活動を強化した結果、首都圏エリアにおいて多言語コール

センター及び免税カウンター運営の案件受注が増加いたしました。

その結果、当連結会計年度の売上高は20,269,144千円（前年同期比13.6％増）、

営業利益は2,536,123千円（前年同期比23.7％増）となりました。

人材派遣事業におきましては、家電分野、ストアサービス分野、コールセンタ

ー他分野を中心に、幅広い取引先からの案件の新規受注獲得に取り組みました。

家電分野におきましては、外資系メーカーを中心に新規案件の受注が増加し、ス

トアサービス分野におきましては、北海道エリアにおいて食品・コスメティッ

ク・ファッション販売等における受注が増加したほか、大手ＧＭＳ・食品スーパ

ーにおける人材採用難等に伴う需要拡大に伴い、引き続きレジ業務他幅広い職種

での受注が増加いたしました。また、コールセンター他分野におきましては、訪

日外国人旅行者向けの人材サービスの受注が増加いたしました。

その結果、当連結会計年度の売上高は8,381,588千円（前年同期比1.2％増）、営

業利益は290,507千円（前年同期比3.3％減）となりました。

その他におきましては、東日本・西日本エリアにおいて販売教育研修の案件の

受注が減少いたしました。

その結果、当連結会計年度の売上高は174,846千円（前年同期比9.0％減）、営業

損失は4,745千円（前連結会計年度は24,947千円の営業利益）となりました。
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（事業別売上高）

事業区分

第 19 期
（平成27年８月期）
（前連結会計年度）

第 20 期
（平成28年８月期）
（当連結会計年度）

前年同期比

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

アウトソーシング事業 17,836,947千円 67.8％ 20,269,144千円 70.3％ 2,432,197千円 2.5％

人 材 派 遣 事 業 8,283,305 31.5 8,381,588 29.1 98,283 △2.4

計 26,120,252 99.3 28,650,733 99.4 2,530,480 0.1

そ の 他 192,183 0.7 174,846 0.6 △17,336 △0.1

合 計 26,312,436 100.0 28,825,580 100.0 2,513,143 －

　

　 ② 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は

48,167千円で、その主なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

資産の種類 内容及び金額

建 物 支店開設及び移転、増床による新設 15,050千円

工具、器具及び備品 業務管理基幹システムサーバーの購入 8,048千円

ソ フ ト ウ ェ ア 業務管理基幹システムの機能追加 6,060千円

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

　 該当事項はありません。

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

該当事項はありません。

　

　 ③ 資金調達の状況

　所要資金につきましては、自己資金及び短期借入金で賄っております。

　

　 ④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

　

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

　該当事項はありません。
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　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、平成27年11月13日に、株式会社ジャパンリムジンサービスの発行済

株式総数の100％を取得し、子会社化いたしました。

　(2) 対処すべき課題

現在のわが国経済は、雇用情勢について完全失業率が３％台で推移するなど、

改善の動きが見られ、所得環境の改善も相まって、景気は緩やかな回復基調が

継続している状況であります。そこで、今後当社グループといたしましても更

なる事業の再構築等を推進していく必要性があり、特に下記の３点を重点課題

として取り組んでまいります。

　

　① 稼働スタッフの確保

当社グループの事業を支える重要な要素は、現場業務を担当するスタッフの

確保であります。

有効求人倍率、失業率等の雇用関連の各種指標の持続的な改善により、小

売・サービス分野における人手不足は深刻化・長期化しており、逼迫した雇用

情勢が継続すると見込まれております。

しかしながらその一方で、生産性の向上に貢献しうる即戦力となる人材や専

門性の高い人材に対するニーズはますます高まっております。

このニーズに応えるため、当社グループでは登録機能に特化した登録センタ

ーの開設を引き続き推進し登録スタッフを確保していくとともに、単に専門知

識、経験を有するスタッフを確保するだけでなく、専門知識を有さない未経験

者の販売スキルを、効果的な教育研修の実施により経験者レベルまで引き上げ、

これらの潜在的労働力を市場に提供することに注力してまいります。また、研

修・フォロー体制を充実させ、スタッフが長期間就業できる環境を整備し、退

職の抑止に重点的に取り組んでまいります。

　

② 従業員の意欲・能力の向上

当社グループは、従業員に期待される役割に対する成果（実績）と職務遂行

能力をバランスよく適正に評価していくとともに、当社グループを取り巻く雇

用環境等の社会情勢の変化のスピードに対応できる人材を育成する体制を整え

ることが急務であると考えております。

そのため当社グループでは、中途社員・新入社員のバランスの良い採用、社

内外の研修等の活用、福利厚生の充実等により従業員一人一人のモチベーショ

ン及び能力の向上を図ってまいります。
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　③ 事業領域の拡大

当社グループは、家電分野、ブロードバンド分野、モバイル分野他、幅広い

商材分野にて事業を展開することにより、クライアントの幅広いニーズに応え

るとともに、経営基盤の安定化を図ってまいりました。

今後は更に、「新規商材分野」、「新規サービス」の事業領域拡大・全国展開に

注力してまいります。具体的には、「新規商材分野」としては、既存の営業支援

と相乗効果の見込まれる観光分野への営業強化を、「新規サービス」としては、

増加する訪日外国人旅行者向けのサービスとして多言語コールセンター、免税

カウンターの運営受託並びに外国人人材サービスの提案営業を推進してまいり

ます。
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　(3) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 17 期

(平成25年８月期)
第 18 期

(平成26年８月期)
第 19 期

(平成27年８月期)

第 20 期
(当連結会計年度)
(平成28年８月期)

売 上 高(千 円) 20,309,880 22,239,651 26,312,436 28,825,580

経 常 利 益(千 円) 1,676,791 1,913,260 2,364,694 2,811,156

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千 円) 930,518 1,044,404 1,295,129 1,562,890

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

　(円) 51.99 58.35 72.36 87.32

総 資 産(千 円) 7,133,654 8,585,462 10,364,094 11,539,769

純 資 産(千 円) 4,843,168 5,694,536 6,727,957 8,088,577

１ 株 当 た り
純 資 産 額

　(円) 270.58 318.14 374.84 450.65

(注)１．当社は第17期（平成25年８月期）及び第20期（平成28年８月期）にそれぞれ普通株式１株に
つき２株の株式分割を行っております。第17期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当
たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

　 ２．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連
結会計年度より、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

　

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第 17 期

(平成25年８月期)
第 18 期

(平成26年８月期)
第 19 期

(平成27年８月期)

第 20 期
(当事業年度)

(平成28年８月期)

売 上 高(千 円) 20,062,914 21,960,126 23,623,299 26,048,041

経 常 利 益(千 円) 1,648,161 1,882,513 2,308,697 2,777,052

当 期 純 利 益(千 円) 916,506 1,029,042 1,282,238 1,557,231

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

　(円) 51.20 57.49 71.64 87.00

総 資 産(千 円) 7,085,052 8,523,732 10,076,018 11,258,972

純 資 産(千 円) 4,832,397 5,668,403 6,745,596 8,097,034

１ 株 当 た り
純 資 産 額

　(円) 269.98 316.68 376.86 452.36

(注) 当社は第17期（平成25年８月期）及び第20期（平成28年８月期）にそれぞれ普通株式１株につき
２株の株式分割を行っております。第17期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり
当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。
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　(4) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社の状況

　該当事項はありません。

　

　 ② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社ボイスエンタ

ープライズ
15,000千円 100.0％ 人材派遣事業

株式会社ティーシーエ

イ
100,000千円 100.0％

アウトソーシング事業

人材派遣事業
株式会社ＷＳＳスタッ

フィング
40,000千円 100.0％

アウトソーシング事業

人材派遣事業

株式会社ジャッツ 40,000千円 65.0％
アウトソーシング事業

人材派遣事業
（注）株式会社ボイスエンタープライズは、平成28年９月１日付で当社に吸収合併されております。

　(5) 主要な事業内容（平成28年８月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

ア ウ ト ソ ー シ ン グ
事 業

・デジタル家電、高機能携帯電話（スマートフォン等）、生鮮食料品やコ

スメティック・ファッションの販売

・固定通信回線（光回線等）への加入促進業務

・バスガイド業務、展示会、コンベンション、スポーツイベント運営業務

・各種受付コールセンター業務、訪日外国人向け多言語コールセンター、

免税カウンター受託業務

人 材 派 遣 事 業

・デジタル家電、高機能携帯電話（スマートフォン等）、生鮮食料品やコ

スメティック・ファッションの販売

・国内旅行・海外旅行添乗業務、バスガイド業務

・コールセンター業務

　(6) 主要な営業所（平成28年８月31日現在）

本 社 東京都豊島区

支 社
関西支社（大阪府大阪市）、東海支社（愛知県名古屋市）、九州支社（福
岡県福岡市）、北海道支社（北海道札幌市）、東北支社（宮城県仙台市）

支 店

横浜支店（神奈川県横浜市）、千葉支店（千葉県船橋市）、京都支店（京
都府京都市）、水戸支店（茨城県水戸市）、新潟支店（新潟県新潟市）、
岡山支店（岡山県岡山市）、広島支店（広島県広島市）、静岡支店（静岡
県静岡市）、長野支店（長野県長野市）、大宮支店（埼玉県さいたま市）

営 業 所
浜松営業所（静岡県浜松市）、鹿児島営業所（鹿児島県鹿児島市）、宇都
宮営業所（栃木県宇都宮市）、金沢営業所（石川県金沢市）、沖縄営業所

（沖縄県那覇市）
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　(7) 従業員の状況（平成28年８月31日現在）

① 企業集団の従業員数

従業員数 前連結会計年度末比増減

327名 12名増

(注) 「従業員数」には、正社員の他に契約社員を含めて表示しております。
　

② 当社の従業員数

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

249名 15名増 34.7歳 4.4年

(注) 「従業員数」には、正社員の他に契約社員を含めて表示しております。

　(8) 主要な借入先（平成28年８月31日現在）

借 入 先 借 入 額（千円）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 60,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 20,000

株 式 会 社 り そ な 銀 行 20,000

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成28年８月31日現在）

　(1) 発行可能株式総数 56,000,000株

　(2) 発行済株式の総数 17,900,000株(自己株式584株を含む）

　(3) 株主数 4,001名

　(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社
( 信 託 口 ２０５２１１６ )

5,535,600 株 30.93％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信 託 口）

2,187,000 12.22

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社
有 価 証 券 管 理 信 託 ０７０００２６

2,148,000 12.00

株 式 会 社 ダ ッ チ パ ー ト ナ ー ズ 2,120,000 11.84

管 理 信 託 （Ａ ００１ ) 受 託 者
株 式 会 社 Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 信 託 銀 行

1,428,400 7.98

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 （信 託 口）

1,005,900 5.62

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証 券 投 資 信 託 口 )

346,400 1.94

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 （投 信 口） 242,800 1.36

安 井 豊 明 203,400 1.14

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY

(常任代理人 シティバンク銀行株式会社

証券業務部)

174,300 0.97

(注）持株比率は自己株式（584株）を控除して計算しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

　(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成28年８月31日現在）

　該当事項はありません。

　(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

　該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成28年８月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 安 井 豊 明 株式会社ジャッツ 取締役

取 締 役 安 川 徳 昭

経理財務本部長 兼 業務部長

株式会社ボイスエンタープライズ 取締役

株式会社ティーシーエイ 取締役

株式会社ジャッツ 取締役

株式会社ＷＳＳスタッフィング 取締役

取 締 役 積 真 義 本社営業本部長 兼 東日本営業本部長

取 締 役 川 上 勝 二 人事総務本部長

取 締 役 吉 綱 利 明
西日本営業本部長 兼 関西支社長

株式会社ＷＳＳスタッフィング 取締役

取 締 役 上 村 隆 史
公益財団法人労働問題リサーチセンター

理事長

取 締 役 古 賀 哲 夫 株式会社ジャッツ 取締役

常 勤 監 査 役 立 石 和 義

株式会社ボイスエンタープライズ 監査役

株式会社ティーシーエイ 監査役

株式会社ジャッツ 監査役

監 査 役 松 田 孝 子 松田孝子法律事務所 弁護士

監 査 役 中 島 公 男

(注) １．取締役上村隆史氏、古賀哲夫氏は、社外取締役であります。
２．監査役立石和義氏、松田孝子氏並びに中島公男氏は、社外監査役であります。
３．上村隆史氏は平成28年８月31日に取締役を辞任しております。なお当該取締役の地位及び担

当は退任時の地位及び担当であります。
４．常勤監査役立石和義氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。
５．当社は監査役立石和義氏並びに松田孝子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　 該当事項はありません。
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　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

　 ① 当事業年度に係る報酬等の額
　

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

７名
(２)

135,526
(15,001)

千円

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３
(３)

11,000
(11,000)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

10
(５)

146,526
(26,001)

(注) １．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成23年３月14日開催の臨時株主総会において、年額500百万円以

内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成21年11月26日開催の第13回定時株主総会において、年額13百万

円以内と決議いただいております。
４．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。
・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額7,850千円（取締役５名に対し7,850千円）
・平成28年11月29日開催の第20回定時株主総会において付議いたします役員賞与13,700千円（取
締役５名に対し13,700千円）

　 ② 当事業年度に支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。

　 ③ 社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額

　該当事項はありません。
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　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係

区分 氏名 兼職先 兼務内容 当該他の法人等との関係

取締役 上村 隆史
公益財団法人労働問
題リサーチセンター

理事長

当社と公益財団法人労働
問題リサーチセンターと
の間に、重要な取引その
他関係はありません。

取締役 古賀 哲夫 株式会社ジャッツ 取締役
株式会社ジャッツは、当
社が議決権の65％を保有
する子会社であります。

監査役 立石 和義

株式会社ボイスエン
タープライズ

監査役

株式会社ボイスエンター
プライズは、当社が議決
権の100％を保有する子
会社であります。

株式会社ティーシー
エイ

監査役

株式会社ティーシーエイ
は、当社が議決権の100
％を保有する子会社であ
ります。

株式会社ジャッツ 監査役
株式会社ジャッツは、当
社が議決権の65％を保有
する子会社であります。

監査役 松田 孝子 松田孝子法律事務所 弁護士

当社と松田孝子法律事務
所との間に、重要な取引
その他関係はありませ
ん。
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　 ② 当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 上 村 隆 史

当事業年度に開催された取締役会13回のうち10回に出席いたしまし

た。労働省（現厚生労働省）において労働行政に長期にわたり関わっ

てきた経験を生かし、取締役会の意思決定の妥当性・適法性を確保す

るための助言・提言を行っております。

取締役 古 賀 哲 夫

当事業年度に開催された取締役会13回のうち11回に出席いたしまし

た。経営者としての豊富な経験を通じて培われた幅広い見識を生か

し、取締役会の意思決定の妥当性・適法性を確保するための助言・提

言を行っております。

監査役 立 石 和 義

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回、監査役会13回のう

ち13回に出席いたしました。主に税理士としての専門的見地から意見

を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適法性を確保するため

の助言・提言を行っております。

監査役 松 田 孝 子

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回、監査役会13回のう

ち12回に出席いたしました。弁護士としての専門的見地から、取締役

会の意思決定の妥当性・適法性を確保するための発言を行っておりま

す。

監査役 中 島 公 男

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査役会13回のう

ち13回に出席いたしました。労働省（現厚生労働省）出身であること

から、当社事業の労働法及び派遣法関連法令に対する適法性を確保す

るための発言を行っております。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称 新日本有限責任監査法人

　(2) 報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　イ．公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 29,160 千円

ロ．公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬
等の額

― 千円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

29,160 千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

監査役会は、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画

の実績の状況を把握し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検

討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行ってお

ります。

　(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の議案の内容とするこ

とを決定いたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　(6) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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　(7) 会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に係る事項

当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、平成27年12月22日、金融

庁から、契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（平成28年１月１日から平

成28年３月31日）の処分を受けました。当社は、同監査法人の再発防止に向けた

改善への業務の取り組み及び当社に対する監査業務は適切かつ厳格に遂行されて

いることを評価し、今後も同監査法人による継続的な監査を行うことが最善との

判断に至っております。
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６．会社の体制及び方針

　（1）業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおり

であります。

　

① 当社及び子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

（a）当社は、取締役及び使用人が、法令、定款及び社会倫理規範に適合すること

を確保するため、当社グループのコンプライアンス管理体制を整備しコンプラ

イアンス教育・研修等を実施して周知徹底を図る。また、その実践のため企業

理念及び諸規程・マニュアル等を制定する。

（b）当社は、他の業務執行部門から独立した代表取締役社長直轄の内部監査室に

よる内部監査を実施する。内部監査を通じて各部門の内部管理体制の適切性・

有効性を検証・評価し、その改善を促すことにより、当社グループの使用人の

職務執行の適法性を確保する。

（c）社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとと

もに、これら反社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携

し、全社を挙げて毅然とした態度で対応する。

② 取締役の職務の遂行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書管理規程その他関連規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書また

は電磁記録的な媒体に記録し、保存する。取締役及び監査役は、常時、これらの

文書等を閲覧できるものとする。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（a）当社及び子会社の業務執行に係るリスクに関して、各関係部門・子会社にお

いてそれぞれ予見されるリスクの分析と識別を行い、全社のリスクを網羅的・

総括的に管理する。

（b）当社及び子会社の経営に重大な影響を与えるような経営危機が発生した場合

は、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、当社及び子会社の損失

を最小限に抑えるとともに早期の現状回復に努める。
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④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

（a）当社は取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の

基礎として、取締役会を毎月開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を

開催する。取締役会の手続き及び取締役会の権限範囲等は取締役会規程で明確

にする。

（b）子会社は会社の規模に応じて取締役会を毎月若しくは少なくとも四半期に１

回以上開催し、当社の社長室が開催状況を定期的に確認する。また、子会社は

必要に応じて臨時取締役会を開催する。

（c）取締役による効果的な業務運営を確保するため、組織規程及び職務分掌規程

を定めるとともに、取締役の職務執行に関する基本的職務・責任権限に関する

事項を明確にすることで組織の効率的な運営を図ることを目的として、職務権

限規程を定める。

（d）その他社内規程を整備することにより、取締役の職務の執行が効率的に行わ

れることを確保する。

（e）当社は、経営計画を適正に策定・運用するため、予算管理規程を定める。同

規程に則り、取締役会において中期経営計画並びに単年度予算を策定するとと

もに、原則として事業年度毎に1回、中期経営計画のローリング（終期の更新

と内容の見直し）を行う。

（f）取締役は、取締役会で定めた中期経営計画及び単年度予算に基づき効率的な

職務執行を行い、予算の進捗状況について取締役会に報告する。

⑤ 当該会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

（a）当社は、関係会社管理規程を定め、当社の子会社における経営上の重要事項

の決定を事前承認事項とすること等により、グループ全体の経営管理を行う。

（b）当社は、内部統制の構築を目的として内部統制委員会を設置し、当社及び当

社の子会社における内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達

等が効率的に行われる体制を構築する。

（c）子会社の取締役または監査役を当社から子会社に派遣し、取締役会への出席

及び監査役による監査を通じて経営の状況を把握し、監督する。

（d）当社の内部監査室は、グループ全体の法令・定款及び社内規程の遵守体制の

有効性について監査を行う。また、是正・改善の必要がある場合、すみやかに

その対策を講じるように適切な指摘や指導を行う。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性並びに指示に対する実

効性の確保に関する事項

（a）当社は、監査役の要求を受けた場合に補助使用人を置き、監査役の職務の補

助を行う。

（b）監査役より監査業務に必要な業務指示・命令を受けた使用人は、その業務指

示等に関して、取締役の指揮命令を受けないこととする。

⑦ 当社及び子会社の取締役、使用人が監査役に報告をするための体制及び監査役

へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益を受けないことを確保

するための体制

（a）監査役を取締役会及びその他重要な会議に招集し、会社経営及び事業運営上

の重要事項並びに業務執行状況を報告することとする。

（b）内部監査部門が実施した監査結果を監査役に供覧することとする。

（c）使用人は前項に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接報告する

ことができるものとする。

（d）当社は、内部通報規程等の社内規程において、使用人が監査役への報告また

は内部通報窓口への通報により、人事評価において不利な取り扱いを受けるこ

とが無く、また不利益処分の対象となることがないよう明示的に定める。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の処理の方針

　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは支出した費用の償還、

負担した債務の弁済等の処理は、監査役からの申請に基づき適切に行う。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（a）監査役は、監査役監査に関する基準及び基本事項を規定し、監査役監査の円

滑かつ効果的な実施を図ることを目的として、監査役会規程を定める。監査役

は同規程に定めるところにより、業務監査及び会計監査を行う。

（b）監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対する個別のヒアリング等を実

施することができるとともに、代表取締役社長、内部監査室、会計監査人と定

期的な会合を持ち、意見を交換する。

（c）監査役が監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士その他の外部アド

バイザーを任用しその費用を当社に請求することができる。
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　（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度（平成27年９月１日から平成28年８月31日）における上記体制の運用

状況の概要は次のとおりであります。

① 内部統制システム全般

　当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査室

及び内部統制委員会（当事業年度は３回開催）がモニタリングし、改善を進めて

おります。また、内部監査室及び内部統制委員会は金融商品取引法に基づく「財

務報告に係る内部統制の有効性の評価」を行っております。

② コンプライアンス

　法令遵守体制の点検・強化を当社のコンプライアンス室が中心となって行って

おり、当社の取締役会及び社内の重要会議において、コンプライアンスに関する

課題及びその対応策を共有しております。また、従業員に対し定期的なコンプラ

イアンス研修を実施しております。

③ 子会社経営管理

　子会社の経営管理につきましては、当社の社長室にて子会社の経営管理体制を

整備、統括するとともに、関係会社管理規程に基づき、子会社からの業務に関す

る重要事項の報告を受け、その承認を行っております。また、当社の内部監査室

が子会社に対する監査を実施し、グループ経営に対応した効果的なモニタリング

を実施しております。

④ 取締役の職務執行

　社外取締役を複数名選任し、かつ取締役会を通じて社外取締役からの発言が積

極的に行われる機会を設けることで、監督機能を強化しております。なお、当事

業年度においては、取締役会は13回開催されております。

⑤ 監査役

　社外監査役を含む監査役は、取締役会の出席及び社内の重要会議への出席を通

じて、内部監査室、内部統制委員会が担当する内部統制の整備、運用状況を確認

しております。また、会計監査人、内部監査室等、内部統制に係る組織と相互に

連携・情報交換をすることにより、当社の内部統制システム全般をモニタリング

するとともに、より効率的な運用について助言を行っております。
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（3）株式会社の支配に関する基本方針

　 該当事項はありません。

　（4）親会社等との取引に関する事項

　 該当事項はありません。

　（5）特定完全子会社に関する事項

　 該当事項はありません。

　（6）剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、企業価値を継続的に拡大し、株主様への利益還元を行うことを重要

な経営課題と認識しております。

配当金・内部留保に関する基本方針といたしましては、毎期の業績、財政状

況を勘案しつつ、将来の事業拡大のために必要な内部留保とのバランスを図り

ながら配当による株主様への利益還元を安定的かつ継続的に実施する方針であ

ります。

この方針に基づき、当期の期末配当金につきましては１株あたり7.0円とし、

中間配当金の１株あたり5.75円と合わせ、当期の年間配当金は1株あたり12.75

円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成28年８月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 8,707,562 流 動 負 債 3,274,294

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,910,903

3,600,828

58,309

118,614

18,904

2,832,207

1,891,264

602,433

16,633

1,272,197

346,860

315,606

25,979

5,274

594,083

277,443

5,357

82,000

159,801

104,300

13,728

△48,548

短 期 借 入 金 100,000

未 払 金 1,818,472

未 払 費 用 39,065

未 払 法 人 税 等 764,383

未 払 消 費 税 等 340,989

預 り 金 90,850

賞 与 引 当 金 87,888

役 員 賞 与 引 当 金 14,330

そ の 他 18,313

固 定 負 債 176,897

役員退職慰労引当金 82,797

退職給付に係る負債 33,413

資 産 除 去 債 務 24,143

そ の 他 36,544

負 債 合 計 3,451,192

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 8,066,075

資 本 金 737,815

資 本 剰 余 金 609,788

利 益 剰 余 金 6,718,635

自 己 株 式 △164

その他の包括利益累計額 367

その他有価証券評価差額金 367

非 支 配 株 主 持 分 22,134

純 資 産 合 計 8,088,577

資 産 合 計 11,539,769 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,539,769

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年９月１日から
平成28年８月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 28,825,580

売 上 原 価 21,751,372

売 上 総 利 益 7,074,207

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,270,727

営 業 利 益 2,803,480

営 業 外 収 益

受 取 利 息 745

有 価 証 券 利 息 824

受 取 地 代 家 賃 4,080

受 取 保 険 金 3,103

還 付 消 費 税 等 1,681

雑 収 入 1,834 12,269

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,143

債 権 売 却 損 13

雑 損 失 2,436 4,593

経 常 利 益 2,811,156

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,628

投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,297

関 係 会 社 株 式 評 価 損 64,003

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 48,548

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 1,400 125,877

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,685,278

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,182,650

法 人 税 等 調 整 額 △63,785 1,118,864

当 期 純 利 益 1,566,413

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,523

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,562,890

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。

― 24 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年10月27日 18時19分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連結株主資本等変動計算書

（平成27年９月１日から
平成28年８月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

平 成 27 年 ９ 月 １ 日 残 高 737,815 609,788 5,361,588 △164 6,709,028

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △205,843 △205,843

親会社株主に帰属する当期純利益 1,562,890 1,562,890

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 1,357,047 ― 1,357,047

平 成 28 年 ８ 月 31 日 残 高 737,815 609,788 6,718,635 △164 8,066,075

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配
株主持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括
利益累計額合計

平 成 27 年 ９ 月 １ 日 残 高 317 317 18,611 6,727,957

連結会計年度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △205,843

親会社株主に帰属する当期純利益 1,562,890

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

49 49 3,523 3,572

連結会計年度中の変動額合計 49 49 3,523 1,360,620

平 成 28 年 ８ 月 31 日 残 高 367 367 22,134 8,088,577

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連結注記表

（１）連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ４社

主要な連結子会社名

株式会社ボイスエンタープライズ

株式会社ティーシーエイ

株式会社ＷＳＳスタッフィング

株式会社ジャッツ

主要な非連結子会社

人可夢商務諮詢（上海）有限公司

株式会社ジャパンリムジンサービス

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数

該当する会社はありません。

持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の名称等

（非連結子会社）

人可夢商務諮詢（上海）有限公司

株式会社ジャパンリムジンサービス

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない非連結子会社は、いずれも当期純損益及び利益剰余金等から

みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。
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３ 会計方針に関する事項

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式

　 移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定）

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備については定額法によっております。

　また、取得原価が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均

等償却する方法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～32年

工具、器具及び備品 ３年～15年

②無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア ５年（利用可能期間）

重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度の賞与支給見込額のうち、当連結

会計年度に対応する金額を計上しております。

③役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

― 27 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年10月27日 18時19分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



④役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。

のれんの償却方法及び期間

　のれんの償却については、その投資効果の発現する期間を合理的に見積もり、その見積も

り期間に応じて均等償却しております。

その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　
（２）会計方針の変更に関する注記

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下

「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年

９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続

している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、

取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当連

結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の

配分額の見直しが企業結合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残

高に対する影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に変更

いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項(４)、連結会計基準第44-５

項(４)及び事業分離等会計基準第57-４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計

年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　

(有形固定資産の減価償却方法の変更)

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変

更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度より適

用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から

定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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（３）連結貸借対照表に関する注記

１ 有形固定資産の減価償却累計額 306,241千円

２ コミットメントライン契約

　当社は、資金調達の機動性及び安定性の確保を目的として、取引金融機関３社とコミットメ

ントライン契約を締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 1,500,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 1,400,000千円

（４）連結株主資本等変動計算書に関する注記

１ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

株式の種類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 8,950,000株 8,950,000株 － 17,900,000株

(変動事由の概要)

平成28年２月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これにより株式数

は、8,950,000株増加いたしました。

２ 当連結会計年度の末日における自己株式の数

株式の種類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 292株 292株 － 584株

(変動事由の概要)

平成28年２月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これにより株式数

は、292株増加いたしました。

３ 配当に関する事項

①配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成27年11月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 102,921 利益剰余金 11.50 平成27年８月31日平成27年11月30日

平成28年４月11日
取 締 役 会

普通株式 102,921 利益剰余金 5.75 平成28年２月29日平成28年５月13日

(注)平成28年２月１日付で、普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。
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②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも

の

　次のとおり、決議を予定しております。

決 議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成28年11月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 125,295 利益剰余金 7.00 平成28年８月31日平成28年11月30日

（５）金融商品に関する注記

１ 金融商品の状況に関する事項

金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については余裕資金を元に一定の範囲内で安全性の高い金融商

品や換金性のある金融商品を対象に、投資環境等を勘案し慎重に判断しております。

　資金調達については短期的な運転資金を銀行からの借入により調達しております。

金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、純投

資目的のその他有価証券や、営業上の関係を有する企業の株式であり、市場価格による変動

リスク、当該企業の財政状態の悪化などによる減損リスクに晒されております。

　営業債務である未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。借入金の使

途は主として運転資金であり、金利の変動リスク及び資金調達に係る流動性リスクに晒され

ております。

金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社グループは、与信管理規程に基づき経理財務部及び営業部にて、営業取引前の与信

調査、取引開始後の定期的モニタリングを実施することにより、取引の安全と債権の保全

を図っております。

② 市場リスクの管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、取引先

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、主として当社の経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するなど

の方法により、流動性リスクを管理しております。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年８月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては含まれておりません。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 4,910,903千円 4,910,903千円 －

(2) 売 掛 金 3,600,828千円 3,600,828千円 －

(3) 投 資 有 価 証 券

　そ の 他 有 価 証 券 50,646千円 50,646千円 －

資 産 計 8,562,378千円 8,562,378千円 －

(4) 短 期 借 入 金 100,000千円 100,000千円 －

(5) 未 払 金 1,818,472千円 1,818,472千円 －

(6) 未 払 法 人 税 等 764,383千円 764,383千円 －

(7) 未 払 消 費 税 等 340,989千円 340,989千円 －

負 債 計 3,023,846千円 3,023,846千円 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金及び預金、（2）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（3）投資有価証券

　これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

（4) 短期借入金、（5) 未払金、（6) 未払法人税等、（7) 未払消費税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 226,797千円

関係会社出資金 5,357千円

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「（3) 投資有価証券」には含めておりません。

　当連結会計年度において、非上場株式について6,297千円の減損処理を行っております。

　関係会社出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、時価開示の対象としておりません。
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（６）１株当たり情報に関する注記

１ １株当たり純資産額 450円 65銭

２ １株当たり当期純利益 87円 32銭

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

親会社株主に帰属する当期純利益 1,562,890千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益

1,562,890千円

期中平均株式数 17,899,416株

　当社は、平成28年２月１日付で、普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行ってお

ります。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１

株当たり当期純利益金額を算定しております。

（７）重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成28年８月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 8,192,772 流 動 負 債 3,009,150

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,683,702

3,313,335

52,404

116,594

26,735

3,066,200

1,886,415

598,679

15,538

1,272,197

25,357

23,216

2,141

1,154,427

277,327

579,947

5,357

82,000

124,898

119,745

13,698

△48,548

短 期 借 入 金 100,000

未 払 金 1,643,989

未 払 費 用 36,603

未 払 法 人 税 等 751,000

未 払 消 費 税 等 294,855

預 り 金 72,618

賞 与 引 当 金 78,523

役 員 賞 与 引 当 金 13,700

そ の 他 17,859

固 定 負 債 152,787

退 職 給 付 引 当 金 27,626

役員退職慰労引当金 82,797

資 産 除 去 債 務 22,644

そ の 他 19,718

負 債 合 計 3,161,938

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 8,096,667

資 本 金 737,815

資 本 剰 余 金 609,788

資 本 準 備 金 609,788

利 益 剰 余 金 6,749,227

利 益 準 備 金 7,500

その他利益剰余金 6,741,727

繰 越 利 益 剰 余 金 6,741,727

自 己 株 式 △164

評価・換算差額等 367

その他有価証券評価差額金 367

純 資 産 合 計 8,097,034

資 産 合 計 11,258,972 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,258,972

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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損 益 計 算 書

（平成27年９月１日から
平成28年８月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 26,048,041

売 上 原 価 19,635,708

売 上 総 利 益 6,412,333

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,660,517

営 業 利 益 2,751,815

営 業 外 収 益

受 取 利 息 733

有 価 証 券 利 息 824

受 取 地 代 家 賃 17,665

受 取 出 向 料 3,600

雑 収 入 4,669 27,493

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,044

債 権 売 却 損 13

雑 損 失 197 2,256

経 常 利 益 2,777,052

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,491

投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,297

関 係 会 社 株 式 評 価 損 64,003

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 48,548

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 1,400 125,739

税 引 前 当 期 純 利 益 2,651,312

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,161,388

法 人 税 等 調 整 額 △67,307 1,094,080

当 期 純 利 益 1,557,231

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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株主資本等変動計算書

（平成27年９月１日から
平成28年８月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

平成27年９月１日残高 737,815 609,788 609,788 7,500 5,390,338 5,397,838 △164 6,745,278

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △205,843 △205,843 △205,843

当 期 純 利 益 1,557,231 1,557,231 1,557,231

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 1,351,388 1,351,388 ― 1,351,388

平成28年８月31日残高 737,815 609,788 609,788 7,500 6,741,727 6,749,227 △164 8,096,667

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額
等合計

平成27年９月１日残高 317 317 6,745,596

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △205,843

当 期 純 利 益 1,557,231

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

49 49 49

事業年度中の変動額合計 49 49 1,351,438

平成28年８月31日残高 367 367 8,097,034

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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個別注記表

（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２ 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備に

ついては定額法によっております。

　また、取得原価が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却

する方法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～32年

工具、器具及び備品 ３年～15年

②無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア ５年（利用可能期間）

３ 引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

②賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、翌事業年度の賞与支給見込額のうち、当事業年度に対応

する金額を計上しております。

③役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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⑤役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（２）会計方針の変更に関する注記

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計

基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。

以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事

業年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当事業年度の期首以後実施される企

業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属す

る事業年度の計算書類に反映させる方法に変更いたします。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項(４)及び事業分離等会計基準

第57-４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって

適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

(有形固定資産の減価償却方法の変更)

　当社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度より適用し、平成28年４月

１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更してお

ります。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

（３）貸借対照表に関する注記

１ 有形固定資産の減価償却累計額 293,455千円

２ コミットメントライン契約

　当社は、資金調達の機動性及び安定性の確保を目的として、取引金融機関３社とコミットメ

ントライン契約を締結しております。

　これら契約に基づく当事業年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 1,500,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 1,400,000千円

３ 関係会社に対する金銭債権・債務

関係会社に対する短期金銭債権 22,435千円

関係会社に対する短期金銭債務 28,982千円
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（４）損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

営業取引 59,170千円

営業取引以外の取引 20,746千円

（５）株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における自己株式の数

株式の種類
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 292株 292株 － 584株

　(変動事由の概要)

平成28年２月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これにより株式数

は、292株増加いたしました。

（６）税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 24,224千円

未払社会保険料 4,561千円

未払事業税 47,551千円

未払事業所税 10,498千円

未払賞与 2,881千円

前払費用 24,433千円

退職給付引当金 8,460千円

役員退職慰労引当金 25,355千円

減価償却超過額 10,201千円

資産除去債務 6,934千円

関係会社出資金評価損失 13,671千円

関係会社株式評価損失 39,957千円

投資有価証券評価損失 1,928千円

貸倒引当金 14,867千円

その他 4,598千円

繰延税金資産合計 240,127千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △3,624千円

その他 △162千円

繰延税金負債合計 △3,787千円

繰延税金資産の純額 236,340千円
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（７）関連当事者との取引に関する注記

　子会社

種類
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

子会社

株 式 会
社 テ ィ
ー シ ー
エイ

大阪府
大阪市
北区

100
添 乗 員
派遣事業

(所有)
直接
100.0％

出資
役員の兼任

建物の賃貸
(注２)

10,416
その他の
流動資産

937

子会社

株 式 会
社 ボ イ
ス エ ン
タ ー プ
ライズ

東京都
豊島区

15
添 乗 員
派遣事業

(所有)
直接
100.0％

出資
役員の兼任

建物の賃貸
(注２)

3,168
その他の
流動資産

285

子会社

株 式 会
社 Ｗ Ｓ
Ｓ ス タ
ッ フ ィ
ング

愛知県
名古屋
市中村

区

40
人材

派遣事業

(所有)
直接
100.0％

出資
役員の兼任
出向者の派
遣

出向者給与
の受取

(注３)
3,600

その他の
流動資産

600

（注）１．上記取引のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含

めております。

２．建物の賃貸条件については、近隣の取引実勢に基づいて、賃借料金額を決定しております。

３．出向者に対する給与の受取は契約をもとに決定しております。

（８）１株当たり情報に関する注記

１ １株当たり純資産額 452円 36銭

２ １株当たり当期純利益 87円 00銭

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純利益 1,557,231千円

普通株式に係る当期純利益 1,557,231千円

期中平均株式数 17,899,416株

　当社は、平成28年２月１日付で、普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行ってお

ります。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当

たり当期純利益金額を算定しております。

（９）重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年10月17日

株式会社ヒト・コミュニケーションズ

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 草 加 健 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 村 竜 平 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ヒト・コミュニ

ケーションズの平成27年９月１日から平成28年８月31日までの連結会計年度の連

結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。

　連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又

は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求

めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を

立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヒト・コミュニケーションズ及び連

結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年10月17日

株式会社ヒト・コミュニケーションズ

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 草 加 健 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 村 竜 平 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ヒト・コ

ミュニケーションズの平成27年９月１日から平成28年８月31日までの第20期事業

年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

　計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証

拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、

不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年９月１日から平成28年８月31日までの第20期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結

果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告

いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査方針、

監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情

報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しま

した。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、内部監査室及びその他の使用

人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な支社・支店等において業務及び財

産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び

監査役等と情報の交換を図り、主たる事業とは異なる法規制を受ける事業所の

現状も調査するなど、必要に応じて事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業

務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及

び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、内部監査室及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び会計監査人から、

当該内部統制の評価及び状況についての報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。
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③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

　（１） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め指摘すべき事項は認

められません。

　 なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点に

おいて開示すべき重要な不備はない旨の報告を取締役等及び会計監査人新

日本有限責任監査法人から受けております。

　（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

　（３） 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

平成28年10月21日
株式会社ヒト・コミュニケーションズ 監査役会

常 勤 監 査 役
(社外監査役)

立 石 和 義 ㊞

社 外 監 査 役 松 田 孝 子 ㊞

社 外 監 査 役 中 島 公 男 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

第１号議案 剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当

の維持を基本としながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第20期の期

末配当をいたしたいと存じます。
　

　期末配当に関する事項

　 ① 配当財産の種類

　金銭といたします。

　 ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金７円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は125,295,912円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成28年11月30日といたしたいと存じます。

第２号議案 取締役６名選任の件

　当社の取締役は、平成27年11月27日開催の当社第19回定時株主総会において選任

いただいた７名のうち、上村隆史氏は平成28年８月31日付で辞任し、他の６名全員

は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の効率

化のため取締役を１名減員し、計６名の取締役（うち新任１名）の選任をお願いす

るものであります。

　 取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１
安
やす

　 井
い

　 豊
とよ

　 明
み

(昭和40年８月３日生)

昭和63年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みず
ほフィナンシャルグループ）入行

203,400株平成13年５月 株式会社ビックカメラ入社

平成16年９月 当社代表取締役社長（現任）

平成26年10月 株式会社ジャッツ取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

２
安
やす

　 川
かわ

　 徳
のり

　 昭
あき

(昭和49年３月22日生)

平成10年９月 泉税務会計事務所入社

8,800株

平成14年11月 ＴＦＰビジネスソリューション株式
会社（現山田ＦＡＳ株式会社）入社

平成16年11月 株式会社三鈴入社

平成19年４月 当社入社

平成19年４月 当社経理財務部長

平成19年11月 当社取締役管理本部長

平成23年１月 当社取締役管理本部長兼経理財務部
長

平成23年９月 当社取締役経理財務本部長兼経理財
務部長

平成24年９月 株式会社ボイスエンタープライズ取
締役

平成26年４月 株式会社ティーシーエイ取締役（現
任）

平成26年９月 株式会社ＷＳＳスタッフィング取締
役（現任）

平成26年10月 株式会社ジャッツ取締役（現任）

平成27年７月 当社取締役経理財務本部長兼業務部
長（現任）

３
積
せき

　 真
まさ

　 義
よし

(昭和48年７月17日生)

平成８年８月 株式会社エム・ディ・アイ(現株式
会社レオパレス21)入社

5,300株

平成11年５月 株式会社ミニミニ入社

平成14年11月 当社入社

平成18年４月 当社通信営業部長

平成20年６月 当社執行役員通信営業部長

平成20年７月 当社執行役員東日本事業本部長兼通
信事業部長

平成20年11月 当社取締役東日本事業本部長兼固定
通信営業部長

平成20年12月 当社取締役東日本事業本部長

平成22年９月 当社取締役東日本営業本部長

平成25年８月 当社取締役東日本営業本部長兼固定
通信営業部長

平成26年４月
平成28年４月

当社取締役東日本営業本部長
当社取締役本社営業本部長兼東日本
営業本部長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

４
吉
よし

　 綱
つな

　 利
とし

　 明
あき

(昭和49年６月11日生)

平成５年４月 中谷興運株式会社 入社

1,100株

平成18年４月 当社入社

平成21年１月 当社名古屋支店長

平成23年９月 当社東海支社長

平成25年８月 当社執行役員西日本営業本部長 兼
東海支社長

平成26年１月 当社執行役員西日本営業本部長 兼
関西支社長 兼東海支社長

平成26年８月 株式会社ＷＳＳスタッフィング 代
表取締役社長

平成26年11月 当社取締役西日本営業本部長 兼関
西支社長 兼東海支社長

平成27年８月 当社取締役西日本営業本部長 兼関
西支社長（現任）

平成28年２月 株式会社ＷＳＳスタッフィング 取
締役（現任）

５
古
こ

　 賀
が

　 哲
てつ

　 夫
お

(昭和23年３月２日生)

昭和46年４月 日本電信電話公社（現日本電信電話
株式会社）入社

－株

平成17年６月 東日本電信電話株式会社 代表取締
役副社長

平成21年６月 エヌ・ティ・ティラーニングシステ
ムズ株式会社 代表取締役社長

平成25年６月 同社相談役

平成25年８月 当社顧問

平成25年11月 当社取締役（現任）

平成26年10月 株式会社ジャッツ取締役（現任）

６

※

中
なか

　 野
の

　 雅
まさ

　 之
ゆき

(昭和29年10月６日生)

昭和54年４月 労働省（現厚生労働省）入省

－株

平成13年１月 厚生労働省労働基準監督課長

平成19年８月 財務省大臣官房審議官

平成21年８月 厚生労働省政策統括官（労働担当）

平成24年９月 同省労働基準局長

平成26年７月 同省退職

(注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．古賀哲夫氏、中野雅之氏は、社外取締役候補者であります。
４．古賀哲夫氏は、経営者としての豊富な経験を生かし、その経歴を通じて培われた幅広い見

識を当社の経営の監督に生かしていただくため、社外取締役候補者としたものであります。
５．中野雅之氏は、過去に会社の経営に関与したことはありませんが、労働省（現厚生労働省）

において労働行政に長期にわたり関わってきた経験を生かし、当社の労働問題や派遣法等
関連法令に関する助言、指導につき社外取締役としての役割を果たすことが期待されるた
め、社外取締役候補者としたものであります。

６．古賀哲夫氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。
７．古賀哲夫氏は、特定関係事業者（子会社）である株式会社ジャッツの取締役であります。
８．中野雅之氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去５年

間に当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともありません。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件

　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の

選任をお願いするものであります。

　なお、その選任の効力は就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議

によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

円 　 谷
つぶ らや

　 豊
ゆたか

(昭和23年10月11日生)

昭和46年４月 東京南ソニー販売株式会社 入社

－株

平成元年４月 ソニー株式会社
国内営業本部ゼネラル営業部 営業統括部長

平成９年４月 ソニーマーケティング株式会社 転籍
ゼネラルオーディオ営業部統括部長

平成13年４月 同社執行役員首都圏営業本部長

平成18年４月 同社執行役員量販営業本部長

平成21年７月 当社顧問（現任）

(注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　取締役川上勝二氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますので、

在任中の功労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退

職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存

じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

川
かわ

　 上
かみ

　 勝
しょう

　 二
じ

平成23年11月 当社 取締役（現任）

第５号議案 役員賞与支給の件

　当期の業績を勘案して、当期末時点の取締役５名に対して総額13,700千円の役員

賞与を支給いたしたく存じます。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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東池袋ランプ

至池袋

地下鉄
有楽町線

首都高速５号線

江戸川橋駅

出口(1b）

出口(3a）

都電荒川線
早稲田駅

至池袋

至新宿

早稲田通り

⑤④

②

早稲田口
東西線
出口(2)
東西線
出口(3)

地下鉄
東西線
出口５

BIG BOX 三井住友銀行
早稲田大学

早稲田ランプ

地下鉄東西線

大久保通り

新目白通り

薬局

早稲田中・高校

都バス
早大正門

早大通り

信号
早稲田鶴巻町西

大隈講堂

大隈庭園

都バス
早稲田

山
手
通
り

外
苑
東
通
り

江
戸
川
橋
通
り

リーガロイヤルホテル
東京

ロータリー

シャトルバス乗降場

高
田
馬
場
駅

早稲田駅

会場ご案内図
　リーガロイヤルホテル東京（３階「ロイヤルホール」）

　東京都新宿区戸塚町一丁目104番19号

　電 話 03(5285)1121（代）
　

<ＪＲ・西武・東西線 高田馬場駅からのご案内> 　<東西線 早稲田駅からのご案内>

■シャトルバス
　高田馬場駅発 ９時10分、９時40分
　 ※８時55分、９時25分に臨時のシャトルバスを運行予定です。
　ホテル正面玄関発 毎時０分、30分

■徒歩の場合
　地下鉄（東京メトロ）東西線早稲田駅３ａ出口左折７分
　地下鉄（東京メトロ）有楽町線江戸川橋駅１ｂ出口左折10分
　都電荒川線早稲田駅より３分

■都バスの場合
高 田 馬 場 駅 ④のりば九段下行き（飯64）→早稲田下車

⑤のりば上野公園行き（上69）→早稲田下車
②のりば早大正門行き（学02）→早大正門下車

地下鉄江戸川橋駅 （１ｂ出口上がる）早稲田行き（上58）・小滝橋車庫行き（飯
64、上69）→早稲田下車

飯 田 橋 駅 小滝橋車庫行き（飯64）→早稲田下車

第20回定時株主総会におきましては、おみやげの配布は予定しておりません。
何卒ご理解の程宜しくお願い申しあげます。
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